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直接基礎の壁式 RC造建物を対象とした SRモデルによる動的相互作用効果の検討 

（その 1 線形モデルによる検討） 
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1. はじめに 

 高度経済成長期に大量生産された壁式 RC 造建物は耐震

性能に優れている建物であり地震時の被害が少ない。例と

して東北地方太平洋沖地震では全体の 97.9%にあたる 479

棟が無被害または軽微に該当し、中破及び大破の建物は存

在していない 1)。 

 壁式 RC 造建物の耐震性の高さに寄与する要素の 1 つと

して建物と地盤の相互作用効果があると考えられている。

地震が発生すると地震動は地盤を伝わり建物に入力され、

建物が振動すると同時に建物の揺れが支持地盤に伝わり

逸散していく。この現象が建物と地盤の相互作用効果であ

る。一般に相互作用効果は剛性が高い建物ほど顕著に現れ

るとされており、壁式 RC 造は剛性の高い建物の代表例で

あるが、どの程度の応答低減が見込めるかは定かではない。

これまで建物と地盤の相互作用効果についての研究は多

く行われてきたが例えば 2)、壁式 RC造建物に着目した研究例

は少ない例えば 3)。本研究は壁式 RC 造建物の相互作用効果に

よる地震時応答の低減について基本的な性状を検討する

ことを目的とする。具体的には複数の地盤で、地盤を考慮

した場合としてない場合での変位の違い、梁間方向・桁行

方向の変位の違いについて調べた。 

 

2. 検討方法 

 3 階建て鉄筋コンクリート建物を想定した１質点系の基

礎固定モデルと SR モデルを作成し、時刻歴応答解析を行

った。はじめに、スウェイばね剛性、ロッキングばね剛性、

建物周期を変更した場合に、相互作用効果による応答低減

がどの程度生じるかを検討するための解析を実施した。次

に支持地盤の違いによる相互作用効果の違いを検討する

ため実際の 4 つの地盤データより各種係数を求めて解析

した。以下に詳細な検討方法を流れに沿って説明する。 

 

3. ばね剛性を変えた解析の概要 

1質点系の基礎固定モデルは桁行方向 7m、梁間方向 33m、

高さ 7.8m の 3階建て壁式鉄筋コンクリート造建物を想定

し高さ及び質量を決定した。弾性 1次固有周期は梁間方向

0.075s、桁行方向 0.15sとし、これにスウェイばね及びロ

ッキングばねをつけることで SR モデルとしている。図 1

にモデル化及び解析時に必要な諸数値と各変位の定義を

示す。建物質量は 12kN/m2として計算し、基礎部分 282.8t、

建物部分 857.14t、回転慣性質量 Jsは基礎部分 1170t・m2、

建物部分 3514t・m2、建物剛性 Ksは 6.30×106kN/m となっ

た。建物の等価粘性減衰定数は 0.03とした 4)。なお本研 

究ではスウェイばね、ロッキングばね、建物剛性はすべて

線形としている。 

スウェイばね、ロッキングばねの剛性及び減衰は表 1の

地盤データ 5)をもとにコーンモデルによる考え方に基づき

算定した。この 2種地盤の卓越周期は 0.52sであった。加

えてスウェイ固有周期 Tsw、ロッキング固有周期 Tro、建物

－基礎－地盤の相互作用を考慮した建物の等価周期（連成

系周期）Te、連成系周期における建物の等価粘性減衰定数

hb、連成系周期におけるスウェイ変位に対応する等価粘性

減衰定数 hsw、連成系周期におけるロッキング変位に対応

する等価粘性減衰定数 hro、建物－基礎－地盤の相互作用

を考慮した建物全体の等価粘性減衰定数 h も同地盤デー

タより算定した。算定時に用いた式については文献 4)、6)を

参照されたい。 

モデルの諸数値の計算結果を表 2に示す。ここでは相互

作用効果が生じやすいとされている梁間方向を対象とし

た。またそのモデルを基本モデルとしてスウェイばね剛性

の異なる 2種類のモデル、ロッキングばね剛性の異なる 2

種類のモデル、周期の異なる 2 種類のモデルの計 7モデル

を用意した。周期の異なる 2 モデルについては建物剛性 KS

から再計算し、周期を 2 倍にしたモデル（Tb=0.15s）では

Ks の値は 1.53×106kN/m、周期を 0.5 倍にしたモデル

（Tb=0.038s）では Ksの値は 3.00×107kN/mとなった。表 3

は各モデルの一覧である。 

本解析での入力地震動は EL Centro波、八戸波、神戸波、

乱数波の告示波を用いた。図 2 に本研究で使用した告示波

のスペクトルを示す。告示波には 1種地盤用、2種地盤用、

3 種地盤用があり、表層地盤での増幅率 Gsは、限耐法告示

に示されている計算法により地盤種別ごとに設定されて

いる。 

 

 

図 1 モデル化及び解析に必要な諸数値と各変位の定義  
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図2 地震動のスペクトル 

表 1 地盤データ 

層番号 上端深度 

(m) 

層厚 

(m) 

密度 

ρ 

(t/m3) 

初期 S 波速度  

VS 

(m/s) 

せん断剛性  

G0 

(kN/m2) 

低減率 

G/G0 

等価せん断剛性  

G 

(kN/m2) 

減衰定数 h ポアソン比 

1 0 4.5 1.8 90 14580 0.573 8360 0.055 0.499 

2 -4.5 5.5 1.8 90 14580 0.573 8360 0.055 0.499 

3 -10 7.0 1.8 210 79380 0.506 40177 0.055 0.495 

4 -17 1.5 1.7 150 38250 0.361 13801 0.055 0.498 

5 -18.5 6.5 1.8 260 121680 0.655 79758 0.055 0.491 

6 -25  1.8 390 273780 1.000 273780 0.055 0.472 

 

表 2 基本モデルの諸数値       表 3 7 種類のモデルの一覧 

基準モデル Ksw Kro Tb 

Ksw2 倍モデル 2Ksw Kro Tb 

Ksw0.5 倍モデル 0.5Ksw Kro Tb 

Kro2 倍モデル Ksw 2Kro Tb 

Kro0.5 倍モデル Ksw 0.5Kro Tb 

Th2 倍モデル Ksw Kro 2Tb 

Th0.5 倍モデル Ksw Kro 0.5Tb 

 

4. ばね剛性を変えた解析の解析結果  

図 3 は各モデルの建物変位を示している。建物周期が異な

るモデルは比較対象とする基礎固定モデルが異なるため、図

3 ではさらに 2 つの基礎固定モデルが加わり 9 モデルとなっ

ている。4 つの地震波による建物変位の傾向の違いはほとん

どなく、SR モデルの建物変位はいずれの周期でも基礎固定

モデルの建物変位よりも小さくなっている。建物周期が長い

ほどスウェイ・ロッキング効果が顕著に現れており、SR モ

デルの建物変位は周期を 2 倍にしたモデルにおいて基礎固

定モデルの 50%程度、基準モデルにおいて基礎固定モデルの

65%程度、周期が 0.5 倍のモデルにおいて基礎固定モデルの

80%程度となった。スウェイ・ロッキングばね剛性を変えた

4 種類のモデルでは建物変位に大きな差は見られなかった。

周期を 2 倍としたモデル以外では層間変形角が 1/4000 以下

の非常に小さな値となっているが、これは建物剛性を梁間方

向の弾性一次固有周期（0.075s）で算定し、ばねを線形とし

ているためである。 

図 4 及び図 5 は全体変位について示しており、図 4 では全

体変位における各変位の絶対的な量について、図 5 では全体

変位における各変位の相対的な割合について示している。図

4、図 5 でも 4 つの地震波による傾向の違いはほとんど見ら

れなかった。図 4 に着目すると建物周期を変更してもスウェ

イ変位及びロッキング変位はほとんど変わっていないこと

がわかる。また、スウェイばね剛性、ロッキングばね剛性が

小さいモデルはスウェイ変位、ロッキング変位がそれぞれ大

きくなるため、他のモデルに比べて全体変位は大きくなって

いる。同様の理由でスウェイばね剛性、ロッキングばね剛性

が大きいモデルは、スウェイばね変位、ロッキングばね変位

がそれぞれ小さくなり、他のモデルよりも全体変位が小さく

なった。 

図 5 では建物周期を 2 倍にしたモデルを除く全てのモデ

ルでスウェイ変位とロッキング変位が占める割合が 90%を

超えた。建物周期を 2 倍にしたモデルでもその割合は 85%

程度であり、全体変位の大部分はスウェイ・ロッキング変位

である。また、スウェイばね剛性を 2 倍にしたモデルはスウ

ェイ変位が約 40%、ロッキング変位が約 55%、建物変位が約

5%であった。この比率はロッキングばね剛性を 0.5 倍にし

たモデルとほぼ一致している。ロッキングばね剛性を 2 倍に

したモデルはスウェイ変位が約 70%、ロッキング変位が約

25%、建物変位が約 5%となり、スウェイばね剛性を 0.5 倍

にしたモデルと同様の傾向を示した。基準モデルと建物周期

を変更したモデルでは、建物変位の占める割合において違い

が見られた。建物周期が長いモデルでは建物変位は全体変位

の 10～15%を占めており、他の 6 モデルと比較してかなり

大きな割合となっている。一方で、建物周期が短いモデルの

建物変位は全体変位の 1%未満であった。 

Ksw(×105kN/m) 4.33 Kro(×107kN・m/rad) 1.67 

Tsw (s) 0.280 Tro (s) 0.234 

Tb (s) 0.075 Te (s) 0.372 

hsw 0.399 hsw’ 0.284 

hro 0.239 hro’ 0.150 

hb 0.030 hb’ 0.006 

h 0.220   
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図 3 各モデルの建物変位 

 

 

図 4 各モデルの全体変位 

 

 

図 5 各モデルの変位の割合 

 

5. 異なる地盤による解析の概要 

解析対象とした壁式RC造建物及び解析方法は 3章と同様

である。本解析で使用した 4 種類の地盤データを表 4〜7 に

示す。地盤は文献 5)より参照し、地盤 1 は 1 種地盤、地盤 2,3

は 2 種地盤、地盤 4 は 3 種地盤である。卓越周期は地盤 1 が

0.22s、地盤 2 が 0.52s、地盤 3 が 0.70s、地盤 4 が 1.26s であ

る。表 4～7 の地盤データからせん断剛性及びせん断剛性の

低減率を計算 7)したのち、3 章と同様にスウェイばね、ロッ

キングばね、建物の剛性や連成系周期、減衰係数等について

算出した。諸数値の計算結果を表 8 に示す。4 章の結果（図

3~5）と同様に、地震波を変えても解析結果は概ね同じ傾向

を示したため、今回の解析では地震波は El Centro 波のみと

し、図 2 に示す各地盤に対応する地震動（EL Centro H1、EL 

Centro H2、EL Centro H3）で解析を行った。 

表 4 地盤 1 データ 

 深度 

D 

(m) 

層厚 

H 

(m) 

密度 

Ρ 

(t/m3) 

S波速度 

VS 

(m/s) 

P波速度 

Vp 

(m/s) 

土質 

1 3.2 3.2 1.7 130 320 砂質土 

2 5.7 2.5 1.8 340 720 砂質土 

3 10.0 4.3 1.7 280 720 粘性土 

4 17.6 7.6 1.9 380 1980 砂質土 

工学的基盤   2.1 510 1980  

表 5 地盤 2 データ 

 D  H Ρ  VS  Vp  土質 

1 4.5 4.5 1.8 90 1360 粘性土 

2 10.0 5.5 1.6 150 1560 砂質土 

3 17.0 7.0 1.8 210 1560 砂質土 

4 18.5 1.5 1.7 150 1560 粘性土 

5 25.0 6.5 1.8 260 1560 砂質土 

工学的基盤   1.8 390 1700  

表 6 地盤 3 データ 

 D H  Ρ  VS  Vp 土質 

1 17.7 17.7 1.8 130 1410 粘性土 

2 28.5 10.8 1.9 250 1550 砂質土 

3 36.1 7.6 1.9 360 1650 砂質土 

工学的基盤   1.9 430 1650  

表 7 地盤 4 データ 

 D  H  Ρ  VS  Vp  土質 

1 6.3 6.3 1.6 90 1420 粘性土 

2 14.0 7.7 1.8 120 1470 砂質土 

3 31.3 17.3 1.8 120 1380 粘性土 

4 46.5 15.2 1.7 200 1510 粘性土 

工学的基盤   1.9 350 1630  

表 8 異なる地盤のモデルの諸数値 

 地盤 1 地盤 2 地盤 3 地盤 4 

梁間 桁行 梁間 桁行 梁間 桁行 梁間 桁行 

Ksw(×105kN/m) 13.9 13.9 5.50 5.50 9.98 9.98 4.16 4.16 

Kro(×107kN・m/rad) 3.49 40.3 1.86 17.7 3.41 31.2 1.48 13.2 

Tsw (s) 0.156 0.156 0.248 0.248 0.184 0.184 0.285 0.285 

Tro (s) 0.162 0.048 0.222 0.072 0.164 0.054 0.249 0.083 

Tb (s) 0.075 0.150 0.075 0.150 0.075 0.150 0.075 0.150 

Te (s) 0.237 0.222 0.341 0.299 0.258 0.244 0.386 0.333 

hsw 0.076 0.071 0.412 0.361 0.420 0.397 0.406 0.350 

hsw’ 0.050 0.046 0.300 0.300 0.300 0.300 0.300 0.300 

hro 0.055 0.174 0.231 0.622 0.236 0.675 0.233 0.599 

hro’ 0.037 0.034 0.150 0.150 0.150 0.150 0.150 0.150 

hb 0.030 0.030 0.030 0.030 0.030 0.030 0.030 0.030 

hb’ 0.009 0.020 0.007 0.015 0.009 0.018 0.006 0.014 

h 0.040 0.034 0.222 0.219 0.215 0.186 0.227 0.232 
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6. 異なる地盤による解析の解析結果 

 図 6 は梁間方向の建物変位の解析結果、図 7 は桁行方向の

建物変位の解析結果を示している。図 8 は梁間方向、桁行方

向に分けて地盤 1～4 の各変位の割合を示している。梁間方

向の地盤 1 を除きすべてのモデルで SR モデルの建物変位が

基礎固定モデルの変位よりも小さくなった。基礎固定モデル

と SR モデルの建物変位の差は桁行方向のほうが大きく、特

に建物モデルの桁行方向の地盤 2、3、4 における建物変位は

基礎固定モデルの建物変位の半分以下であった。図 8 の各変

位の割合では梁間方向と桁行方向で大きく差があった。梁間

方向では建物変位が全体の 5～10%、ロッキング変位が全体

の 35〜45%となったが、桁行方向では建物変位が占める割合

は大きく全体の 20〜55%、ロッキング変位が全体の 5%以下

となった。 

 梁間方向のSRモデルの建物変位が基礎固定モデルの建物

変位より大きくなった要因として、逸散減衰効果及び加速度

応答スペクトルの増大が考えられる。一般に連成系周期が地

盤卓越周期より短い場合、逸散減衰によって地震動は低減さ

れる。今回の解析では地盤 1 においてのみ連成系周期が地盤

卓越周期よりも長くなったため逸散減衰がなく、減衰定数 h

が 3~4%となっている（表 8）。さらに、対象建物の梁間方向

の建物周期は 0.075s と短く、ばねも線形としているため基

礎固定モデルは図 2 の加速度応答スペクトルの増加する範

囲にあるが、SR モデルの連成系周期が 0.237s になった結果、

加速度一定の領域に入ったために、建物変位が大きくなった

と考えられる。 

 

図 6 各モデルの建物変位の比較（梁間方向） 

 

 

図 7 各モデルの建物変位の比較（桁行方向） 

 

図 8 各モデルの各変位の割合 

 

7. まとめ 

 本研究では直接基礎の壁式 RC 造建物を対象として線形

の 1 質点系の基礎固定モデル及び SR モデルを作成し、時刻

歴応答解析を行い、以下の知見が得られた。 

1) 動的相互作用効果を考慮した場合の建物変位は、考慮

しなかった場合の建物変位に比べ小さくなった。 

2) 地盤の逸散減衰がない場合には、相互作用による応答

低減は小さく、梁間方向で建物周期が短い場合には、応

答が増大する場合がある。 

3) 柔らかい地盤の方が硬い地盤に比べ相互作用による応

答低減が大きかった。 

 本研究では、ばねを全て線形としたモデルにより壁式 RC

造建物の相互作用効果による地震時応答の低減について基

本的な性状を把握した。ばねを非線形としたモデルの解析や

地盤の応答解析に基づく地震動の設定を行って、より詳細な

検討を行うことが今後の課題である。 
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